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第８節 被害者支援の推進

船舶による旅客の運送に伴い発生し得る損害賠償
に備えるため，事業許可を行う際に保険契約の締結
を条件とするとともに，旅客定員１２人以下の船舶に
よる届出事業についても運航を開始するまでに保険
を締結するよう指導することにより事業者の損害賠
償の能力を確保している。

また，国土交通省では，平成２１年度から，御遺族
代表，有識者等からなる「公共交通における事故に
よる被害者等への支援のあり方検討会」を開催し，
国土交通省の活動の在り方等について検討を行
い，２３年６月に取りまとめを行った。

第９節 船舶事故等の原因究明と再発防止

1事故等の原因究明と再発防止
船舶事故及び船舶事故の兆候（インシデント）に
関し，当該事故等が発生した原因や，事故による被
害の原因を究明するための調査を行い，調査で得ら
れた知見に基づき，国土交通大臣及び防衛大臣等の
関係行政機関の長に意見を述べ，また，原因関係者
に勧告等を実施するとともに，事故等調査の過程に
おいても，海上交通の安全に有益な情報について
は，タイムリーかつ積極的な情報発信を行い，船舶
事故等の防止や事故による被害の軽減に努めた。
また，事故等の調査を迅速かつ的確に行うため，
各種調査用機器の活用による分析能力の向上に努め
るとともに，過去に公表した事故等調査報告書の
データベース化や各種専門研修への参加等により，
調査・分析手法の蓄積・向上を図った。
さらに，公表した事故等調査報告書の概要や分析
結果の解説等を掲載した定期情報誌を発行し，海事
関係者等に広く提供した。

また，アジア船舶事故調査官会議（MAIFA），
国際船舶事故調査官会議（MAIIF）等への積極的
な参加を通じて，国際協力体制の構築を推進したほ
か，国際海事機関（IMO）における各国の船舶事
故調査報告書の分析に係る会合に参画し，事故の再
発防止に役立つ教訓を導き出す作業に貢献するとと
もに，設計設備小委員会に対し，船上揚荷装置に関
する安全基準策定の議論に資するため，事故調査報
告書の概要について情報提供を行った。

2海難事故の解析等の推進
独立行政法人海上技術安全研究所に設置されてい
る「海難事故解析センター」において，国土交通省
海事局，運輸安全委員会等における再発防止対策の
立案等への支援を行うため，事故解析に関して高度
な専門的分析を行うとともに，重大海難事故発生時
の迅速な情報分析・情報発信を行っている。

第１０節 海上交通の安全対策に係る調査研究等の充実

⑴総務省関係の研究
独立行政法人情報通信研究機構では，海上交通の
安全に寄与するため，天候や昼夜の別に関係なく海
流速度，波浪等を計測する短波海洋レーダの研究開
発を行い，応用技術やデータ利用の高度化を進め
た。また，地表面，海表面の高分解能観測が可能な
航空機搭載３次元マイクロ波映像レーダの研究開発
においては，移動体検出技術の研究開発等を開始し

た。
⑵水産庁関係の研究
独立行政法人水産総合研究センター水産工学研究
所では，転覆防止，耐航性能向上等により漁船の安
全操業及び航行安全の確立を図るため，漁船の安全
性を高める技術の開発等の研究を行った。



第２編 海上交通

１２２

⑶国土交通省関係の研究
ア 国土技術政策総合研究所の研究
ア 船舶諸元の現状・将来動向に関する研究
航路の幅員，水深，係留施設等の整備諸元の決定
要素となる船舶諸元について，特に大型化の著しい
コンテナ船やバルクキャリア，さらには，近年増加
している国際フェリー・RoRo 船※の現状を把握し，
将来動向を分析した。その結果のうち，コンテナ船
については，「港湾の施設の技術上の基準・同解説」
の一部改訂に位置付けられた。
イ 航路の計画・運用基準に関する研究
従来の経験則に基づく航路基準に対して，新たな
概念及び指標に基づいて航海学会規格委員会と共同
で作成した次世代航路計画基準を，航路に関する国
際的機関である国際航路協会（PIANC）のガイド
ラインとしての提案を引き続き実施した。
さらに，この航路計画基準を活用し，潮位を有効
に利用するバルクキャリアの新たな入港運用方法を
開発した。
イ 海上保安庁海洋情報部海洋研究室の研究
船舶の安全な航海を確保するための測量・観測技
術及び解析技術に関する研究を行った。
ウ 気象庁気象研究所等の研究
気象情報等の精度向上を図り，海上交通の安全に
寄与するため，気象庁気象研究所を中心に，気象・
地象・水象に関する基礎的及び応用的研究を行って
いる。主な研究は，以下のとおりである。
ア 台風強度に影響する外的要因に関する研究
台風に関する進路予報の改善及び強度の予報精度
向上のため，衛星データを用いた台風強度推定手法
の高度化及び最適観測法の検討，日本付近に接近し
た台風の強雨・強風構造の実態解明等に関する研究
を行った。
イ 次世代非静力学気象予測モデルの開発
集中豪雨・豪雪等の顕著現象を精度良く再現でき
る次世代非静力学数値予報モデルによる予測精度向
上のため，モデルの開発・改良を行い，結果の検証

に関する研究を行った。
エ 独立行政法人海上技術安全研究所の研究
先進的な船舶の構造解析技術等を活用した安全性
評価手法や革新的な動力システム等の新技術に対応
した安全性評価手法の開発のための研究，リスク
ベースの安全性評価手法等を用いた合理的な安全規
制の体系化のための研究，海難事故発生時の状況を
高精度で再現し，解析する技術の高度化と適切な対
策の立案のための研究を行った。
オ 独立行政法人港湾空港技術研究所の研究
ア 船舶安全航行のための航路整備等に関する研
究
① 全国港湾海洋波浪情報網（ナウファス）
海上交通の安全や海上工事の計画・設計・施工の
各段階で必要不可欠である沿岸波浪の出現特性を把
握するため，全国の港湾事務所等で観測された波浪
観測データを収集・整理・解析し，平成２３年の１年
分について速報処理を行うとともに，２２年の１年分
の速報処理済のデータを確定処理した後，統計解析
し波浪観測年報を取りまとめるとともに，これまで
の長期的な観測資料を基に波浪統計量の経年変化傾
向を取りまとめた。併せて，１８年度以降，全国沿岸
の大水深海域に設置が行われているGPS 波浪計も
含めたナウファス波浪観測のリアルタイム観測情報
処理システムの改良を実施した。なお，平成２３年度
末現在，全１５地点のGPS 波浪計データをホーム
ページ上で公開している。
② 漂砂に関する研究
漂砂による港湾・航路の埋没を防止するために，
構造物の配置や地形の沿岸方向の分布などが海浜流
及び地形変化数値に及ぼす影響を現地データに基づ
いて検討し，その検討結果を取り込んだ海浜変形シ
ミュレーションモデルを構築するとともに，そのモ
デルを検証するための波，流れ，断面地形などの現
地データを波崎海洋研究施設において収集してい
る。

※ RoRo 船
roll on roll off ship 貨物をトラックやフォークリフトで積み卸す（水平荷役方式）ために，船尾や船側にゲートを有す
る船舶。
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イ 港湾における安全確保に関する研究
地球温暖化に備えた施設整備計画の立案に向け
て，地球温暖化に伴う海面上昇，台風の巨大化に
よって生ずる高潮・高波の発生確率の変化を数値シ
ミュレーションモデルを基に検討を行っている。
津波については，次世代の津波防災技術の開発を
目指し，海溝型巨大地震による地震・津波複合災害
のメカニズムの解明及び予測技術の開発，津波のリ
アルタイム予測技術の実用化，市民の的確な早期避
難を推進するための避難シミュレーターの開発，港

湾の津波災害からの早期復旧を含むシナリオの作成
技術などに関する研究を行っている。特に，港湾の
津波災害からの早期復旧を含むシナリオの作成技術
に関する研究については，実海域をモデル地域に設
定し，地震被害を考慮した津波被害想定の制度を向
上させるための研究を行うとともに，一般の方にも
被害想定が理解し易い計算結果の表現手法の検討も
行った。また，構造物に作用する津波の波力や波圧
などに関する大規模な水理模型実験を行い，津波の
特性を明らかにした。


